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 丹波市立青垣温水プール・丹波市立春日レジャープール（以下「市内２プール」という。）の指定

管理者が行う基本的な業務の内容及びその範囲は、この標準仕様書によるものとする。 

 なお、市内２プールの管理運営業務に関する内容及びその範囲は、別に定める特記仕様書によるも

のとする。 

 

Ⅰ 基本的事項 

１ 業務目的 

  本業務は、市民にスポーツレクリエーションの場を提供するとともに体力づくりや健康づくりを

図り、市民の健康的な生活の向上に寄与するため、施設の利用をＰＲして利用増進を促し、市民の

健康増進に努めるものとする。また、来園者への効果的な施設の利用や効率的な運営ができるよう、

事業計画に基づき適正に管理することを目的とする。 

 

２ 管理運営の基本事項 

（１）関係法令及び条例の規定を遵守すること。 

（２）施設設備及び備品の維持管理を適切に行うこと。 

（３）業務に関して取得した利用者等の個人に関する情報の保護を適切に扱うこと。 

（４）公の施設であることを常に念頭において、施設の利用に関し公平性を確保すること。 

（５）利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていくこと。 

（６）事業の実施に当たっては、事業計画書、収支計画書に基づき適正かつ効率的に運営を行うこ 

  と。 

（７）効率的な施設の管理運営を行い、経費の削減に努めること。 

（８）衛生管理については、関係法令を遵守し、管理の徹底を図ること。 

（９）近隣住民や関係機関との良好な関係を維持すること。 

（10）ごみの削減、省エネルギー、ＣＯ2削減等、環境に配慮した運営を行うこと。 

 

３ 指定管理期間 

  令和７年４月１日～令和 12年３月 31日までの５年間とする。 

 

４ 開園時間 

  開園時間は、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めた時間とする。ただし、指定管理者 

はあらかじめ市長の承認を得て臨時に開園する時間を変更することができる。 

 ※現行の開園時間：青垣温水プール   午前９時 30分～午後８時 

          春日レジャープール 午前 10時～午後５時 

  

５ 休園日等 

  休園日は、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めた日とする。ただし、指定管理者は、 

必要があると認めるときは、市長の承認を得て臨時に開園し、または、休園することができる。 

  ※現行の休園日  

青垣温水プール   毎週月曜日。月曜日が祝日の場合は開園し、翌日が休園。 

    春日レジャープール 毎週月曜日。月曜日が祝日の場合は開園し、翌日が休園。 

              （丹波市立小学校の夏季休業期間のみ開園） 
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６ 使用許可 

（１）使用許可の基準 

    使用許可の基準は、丹波市立市民プール条例により定める。 

（２）行政財産の目的外使用許可 

    行政財産の目的外使用部分の使用許可は、市長が決定する。 

 

７ サービスの向上 

 施設内外を清潔に保つとともに、利用者に対するサービスの向上を図り、利用者の増加に努める 

こととする。また、各種トラブル、苦情等には、迅速かつ適切に対応することとし、必要に応じて 

市長に報告するものとする。 

 

８ 法令の遵守 

 市内２プールを管理運営するにあたり、本仕様書のほか、次に掲げる法令等を遵守すること。 

地方自治法その他関係法令 

労働基準法 

丹波市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例 

丹波市立市民プール条例 

丹波市情報公開条例 

丹波市個人情報保護条例 

兵庫県遊泳用プール指導要綱 

 

９ 情報公開 

  施設の管理運営にあたっては、管理運営に係る情報の公開に関し必要な措置を講じることとする。 

 

10 管理運営を通じて取得した情報の取扱い 

 指定管理者または管理運営する公の施設の業務に従事している者は、個人情報の適切な管理のた 

め必要な措置を講じるとともに、当該施設の管理運営に関し知り得た秘密を他に漏らし、または、 

自己の利益のために利用してはならない。 

  また、指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消され、または、従事者の職務を 

退いた後においても同様とする。 

 

11 危機管理対応 

（１）自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態には、遅滞なく適切な 

措置を講じた上、市長をはじめ関係機関に通報することとする。 

（２）危機管理体制を構築するとともに、対応マニュアルを作成し、災害時の対応について随時訓練 

  を行うこととする。 

    また、消防署等から指摘があった場合は、直ちに改善措置を講じるものとする。 

 

12 衛生管理対応 

 施設運営に伴う衛生管理は、関係法令、仕様書、協定書を遵守するとともに管理マニュアルを作 

成し管理の徹底に努めるものとする。 

  また、関係機関から指摘があった場合は、直ちに改善措置を講じるものとする。 
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13 環境への配慮の推進 

  施設の管理運営にあたっては、電気等の効率的利用、廃棄物の発生抑制と適正な廃棄、リサイク 

ルの推進等環境への配慮を行うものとする。 

 

14 事業報告書等 

  指定管理者は、毎年度終了後、業務の実施状況、経理の状況等を記載した事業報告書を提出する 

ほか、管理運営の状況について、市が指定した方法により定期的に報告することとする。 

 

 

15 モニタリング及び評価の実施 

本市は、13で提出を受けた報告書等について、毎年度モニタリングを実施する。 

また、指定期間中に選定評価委員会を開催し、評価を実施する。この結果により今後の業務改善の 

指示を行う。 

指定管理者は、毎年の事業年度終了後、速やかに事業報告書及び、目標値に関する資料、データ 

等を提出すること。 

また、評価実施に伴い、事業計画書には別添「評価指標及び目標値一覧」の目標を達成するため 

の事業計画を合わせて記載し提出すること。 

 

16 物品の帰属 

  指定管理者が指定管理料または利用料金の収入で購入した物品のうち、次のものは市の所有とな 

る。 

ただし、これにより難い場合には、あらかじめ指定管理者は市長の承認を得なければならない。 

（１）備品 

    備品は、原則として市の所有物となる。このため、指定管理者の所有備品として購入する物は、 

  あらかじめ市と協議の上、購入するものとする。 

（２）消耗品 

    指定管理終了時における消耗品は、現に使用中の消耗品については、市に引継ぐこととするが、 

 それ以外の物は、指定管理者の所有物とする。 

 

17 リスク負担と保険の加入 

（１）リスク負担 

   市と指定管理者の間におけるリスク負担は次のとおりとする。 

   なお、必要な事項については、協定で定めることとする。 

種 類 内     容 

負担者 

市 
指 定 

管理者 
協議 

物価変動及

び金利変動 

収支計画に多大な影響を与えるもの   ○ 

上記以外のもの  ○  

施設利用者

等市民への

対応 

地域との協調  ○  

施設利用者等市民からの苦情、反対、訴訟、要望等

への対応 
 ○  

上記以外のもの ○   

法令等の変 施設の管理運営に影響を及ぼす変更 ○   
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更 指定管理者自身に影響を及ぼす変更  ○  

税制変更 

消費税（地方消費税含む）等の変更   ○ 

法人税・住民税の変更  ○  

上記以外のもの   ○ 

管理運営の

中断・中止 

市に帰責事由があるもの ○   

指定管理者に帰責事由があるもの  ○  

上記以外のもの   ○ 

 

 
    

 

種 類 

 

内     容 

負担者 

市 
指 定 

管理者 
協議 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、地すべり、落

盤、火災、争乱、暴動その他指定管理者の責に帰す

ことのできない自然的又は人為的な現象）に伴う施

設・設備の復旧費用 

○   

不可抗力による管理・運営の中断   ○ 

書類の誤り 

仕様書等、市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○   

事業計画書等、指定管理者が提案した内容に誤りの

あるもの 
 ○  

資 金 調 達 
資金調達不能による管理運営の中断等  ○  

金利上昇による資金調達費用の増加  ○  

利用者等へ

の賠償 

指定管理者に帰責理由のあるもの  ○  

市に帰責事由があるもの ○   

市と指定管理者の両者、又は他の第三者に帰責事由

があるもの 
  ○ 

セキュリティ 警備不備による情報漏えい、犯罪発生等  ○  

事業終了時

の費用 

指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中途

における業務を廃止した場合における費用 
 ○  

保険への加

入 

当該施設の火災保険への加入 ○   

施設賠償責任保険の加入  ○  

許認可等 

市が取得すべき許認可等の遅延によるもの ○   

市の帰責事由による債務不履行 ○   

上記以外のもの  ○  

債務不履行 
指定管理者の帰責事由（事業破たん・悪化等）によ

る債務不履行 
 ○  

管理運営内

容の変更 

市の帰責事由による期間中の変更 ○   

指定管理者の帰責事由による期間中の変更  ○  

備品の修繕、

更新、購入 

第三者の行為による指定管理の備品の損傷に関す

るもの 
  ○ 

指定管理者が施設の利用促進のために自主的に行

うもの 
 ○  
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上記以外の事由による備品の修繕、更新、購入に関

するもの（１件あたり５０万円以下） 
 ○  

施設の区分により、上記以外の事由による備品の修

繕、更新、購入に関するもの（１件あたり５０万円

超） 

○   

施設の瑕疵

責任 

施設・設備に隠れた瑕疵が発見された場合に関する

もの 
○   

施設・設備等

の修繕 

 

 

 

施設・設備等

の修繕 

指定管理者の帰責事由による施設・設備等の損傷に

関するもの 
 ○  

第三者の行為による施設・設備等の損傷に関するも

の 
  ○ 

施設・設備等の構造上の原因によるもの ○   

指定管理者が施設の利用促進のために自主的に行

うもの 
 ○  

施設の区分により、上記以外の事由による施設・設

備等の損傷に関するもの（１件あたり１３０万円以

下） 

 ○  

施設の区分により、上記以外の事由による施設・設

備等の損傷に関するもの（１件あたり１３０万円

超） 

○   

 ※本表に定める事項で疑義がある場合又は定めのないものについては、市と指定管理者が協議 

  のうえ定めるものとする。 

（２）保険への加入（利用者等に対する損害賠償責任と施設賠償責任保険） 

   市が加入している「全国市町村会総合賠償補償保険」の補償額を参考に指定管理者にて適 

正に加入すること。 

※ 市が加入している保険契約の状況 

人 身 事 故 財 物 事 故 

１事故当たり支払い限度額 １名当たり支払い限度額 １事故当たり支払い限度額 

15億円以上 １億５千万円以上 2,000万円以上 

 

18 使用料と利用料金等 

（１）利用料金制 

   利用料金については、地方自治法第 244条の２第８項の規定に基づく「利用料金制」を採用す 

  るため、指定管理者の収入として収受することができる。 

（２）事業収入 

   事業収入についても、指定管理者の収入として収受できる。 

（３）使用料と利用料金の設定 

   使用料については、丹波市行政財産の使用料徴収条例により市長が定めるが、利用料金につい 

  ては、丹波市立市民プール条例で定める額の範囲内において、指定管理者が市長の承認を得て設 

定することとする。 

なお、指定管理者は、利用料金の設定にあたっては、利用率の向上、サービスの向上に配慮す 

  るよう心がけるものとする。 
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19 管理運営に係る経費 

  管理運営に関する経費は、指定管理料と施設の利用料金及び事業収入で賄うこととなるが、下記 

に掲げる経費については、市が支払うこととする。 

  ①施設の構造、設備の改良及び大規模改修 

 修繕の区分に疑義が生じた場合は、市と指定管理者が協議するものとする。 

  ②火災保険料 

 

20 指定管理料 

（１）指定管理料算定の考え方 

   市民へのサービス提供が低下することがないよう、指定管理者に対して一定の指定管理料を支 

  払うこととする。 

  なお、指定管理料は、指定管理者の収支計画に基づき算定した一定額を予算の範囲内で支払う 

 ものとするが、指定管理者の経営努力が収益に反映されるよう、経費の削減（施設の機能低下や 

利用者のサービス低下につながらないよう留意すること。）や利用率の向上などにより、ある程 

度の収支計画を上回る収支差額が生じた場合でも、指定管理料の額を減額しないものとする。 

（２）指定管理料の支払い 

    会計年度（４月１日から翌年３月 31 日）ごとに指定管理者の請求に基づき、４半期に分割し

て支払う。また、支払われた指定管理料は、指定別通帳を作成し、会計の明朗化を図るものとす

る。 

 

21 業務の再委託、権利譲渡等の禁止 

  指定管理者は、清掃や設備の保守点検等個々の具体的な業務を市と協議のうえ第三者に委託する 

ことは差し支えないが、本事業の全部を第三者に委託し、または請け負わせることはできない。 

  また、指定管理者の指定に係る権利は、他人に譲渡し、転貸し、または担保に供することを固く 

禁じる。 

 

22 帳簿書類等の保存年限 

指定管理者として作成した帳簿書類等は、その帳簿閉鎖の時より５年間保存するものとする。 

 

23 原状回復義務等 

（１）指定管理者は、施設または設備の変更をしようとするときは、あらかじめ市と協議することと 

  する。また、当該指定管理者の指定の期間が満了したとき、または指定を取り消されたときは、 

  市の指示するところにより、その管理を行わなくなった施設または設備を原状に回復しなければ 

ならない。 

（２）指定管理者は、施設、設備、植栽植物、資料または展示物を汚損、損傷し、または亡失したと 

  きは、市の指示するところにより原状に回復し、または損害を賠償しなければならない。 

 

24 指定管理者に対する監督・監査 

（１）市は、指定管理者が管理する施設の適正な運営を期すため、指定管理者に対して当該業務内容 

  または経理の状況に関して報告を求め、実地に調査しまたは必要な指示をすることができる。 

（２）市は、指定管理者が市の指示に従わない場合や指定管理者の経営状況が著しく悪化している等、 

  施設の適正な管理に著しい支障の生じる恐れがある場合は、指定を取り消し、または期間を定め 

  て業務の全部または一部の停止を命じることができる。 
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（３）市または監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う管理運営業務に係る事務について 

 監査を行うこととする。(地方自治法第 199条第７項に基づく) 

25 その他 

（１）協定の締結 

  指定管理者選定委員会で選定された団体と細部についての協議を行い、仮協定を締結し、議会 

 の議決を経て指定管理者に指定されたのちに、指定期間全体の基本協定及び年度協定を締結する。 

（２）引継ぎについて 

  指定管理者の指定は、議会において指定管理者の指定が議決されたのち、速やかに市担当課と 

 の業務引継ぎに入ることとする。 

（３）業務不履行時の処理 

指定管理者が行う業務が仕様書及び選定時の提案内容を満たしていないとき、又は利用者が施 

設を利用するうえで明らかに利便性を欠く場合は、本市は指定管理者に対して改善の指示をする 

ことができる。 

本市は、指定管理者が前項の指示に従わないときはその指定を取消し、又は期間を定めて停 

止することができることとする。 

（４）その他 

   議会における指定の議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認め 

  られる事情が生じたときは、指定管理者に指定しない場合がある。 

  なお、議会の議決が得られなかった場合及び否決された場合においても市内２プールに係る管 

 理運営の準備のため支出した費用については、一切補償しない。 


